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製薬業界の自主行動計画 

● 数値目標 
２０１０年度（第一約束期間５ヵ年の平均値）の製薬企業の二酸化炭素排出量を１９９０年度レ
ベル以下に抑制する。 

● 対象 
  ・ 業界団体 ： 製薬協、ＯＴＣ薬協、ＧＥ薬協の会員企業 
  ・ 対象部門 ： 工場、研究所 
  ・ 対象ガス  ： エネルギー起源の二酸化炭素 

● 参加企業数 
  ・ 日薬連業種別団体（１４団体）加盟企業数 ： ３４１社 
  ・ アンケート調査回答企業数   ： １００社 
  ・ 集計対象企業数    ：   ６６社 

＊ ２０１２年度実績の集計企業は昨年度報告と同じ 

● 自主行動計画調査対象事業所数  ●エネルギー管理指定工場数（省エネ法） 

 
2 

工場 研究所 合計 

対象事業所 
集計事業所 

１７３ 
１５８ 

７６ 
７４ 

２４９ 
２３２ 

種類 事業所数 

第１種 
第２種 
無指定 

１０３ 
  ４６ 
  ８３ 

合計 ２３２ 



ＣＯ２排出量・原単位指数の推移 
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2012年度排出量 基準年度比 

目標排出量（万t） １６５．６ １００．０ 

調整後排出係数（地震なし） １６０．５    ９６．９ 

調整後排出係数（地震あり） １９１．５ １１５．６ 

調整前（実）排出係数 ２０８．９ １２６．２ 

固定排出係数（参考） １７５．３ １０５．９ 

2012年度排出量 基準年度比 

目標排出量（万t） １５７．５ １００．０ 

調整後排出係数（地震なし） １４０．３    ８９．１ 

調整後排出係数（地震あり） １６７．４ １０６．３ 

調整前（実）排出係数 １８２．７ １１６．０ 

固定排出係数（参考） １５３．３    ９７．３ 

実排出係数と調整義排出係数の差分分 係数悪化分 

２０１２年度のCO2排出量増加には、電力係数のさらなる悪化分および、２０１１年度に震災の直接的
な影響を受け操業停止していた事業所の復旧によるリバウンド分が含まれている。 



ＣＯ２排出量の増減要因分析 

4 

６６社集計 ４６社集計 

ＣＯ２排出量 
（基準年度比） 

売上高 
（基準年度比） 

ＣＯ２排出量 
（基準年度比） 

売上高 
（基準年度比） 

   １９９０年度（基準年度） 
１６５．６ 万ｔ 
（１００ ％） 

４６，５３３ 億円 
（１００ ％） 

１５７．５ 万ｔ 
（１００ ％） 

４４，４２３ 億円 
（１００ ％） 

 ２０１１年度 

震災 
あり 

１８５．１ 万ｔ 
（１１１．８ ％） ８１，３８５ 億円 

（１７４．９  ％） 

１６３．６ 万ｔ 
（１０３．９ ％） ７５，９４３ 億円 

（１７１・０ ％） 震災 
なし 

１５７．９ 万ｔ 
（９５．４ ％） 

１３９．４ 万ｔ 
（８８．５ ％） 

 ２０１２年度 

震災 
あり 

１９１．５ 万ｔ 
（１１５．６ ％） ８２，５０６ 億円 

（１７７．３ ％） 

１６７．４ 万ｔ 
（１０６．３ ％） ７６，９７８ 億円 

（１７３．３ ％） 震災 
なし 

１６０．５ 万ｔ 
（９６．９ ％） 

１４０．３ 万ｔ 
（８９．１ ％） 

増減 １９９０年度比 

震災 
あり 

＋２５．９ 万ｔ 
（＋１５．６ ％） ＋３５，９７３ 億円 

（＋７７．３ ％） 

＋９．９ 万ｔ 
（＋６．３ ％） ＋３２，５５５ 億円 

（＋７３．３ ％） 震災 
なし 

-５．１ 万ｔ 
（-３．１ ％） 

-１８．１ 万ｔ 
（-１１．１ ％） 

増減要因
内訳 

ＣＯ２排出 
係数の影響 

震災 
あり 

＋１５．１ 万ｔ 
（＋９．１ ％） 

－ 
＋１４．２ 万ｔ 
（＋９．０ ％） 

－ 

震災 
なし 

-１５．８ 万ｔ 
（-９．６ ％） 

－ 
-１３．０ 万ｔ 
（-８．１ ％） 

－ 

 事業活動拡大の影響 
＋１０２．４ 万ｔ 
（＋６１．８ ％） 

  注）（   ）の数値は、１９９０年度比 

 省エネ対策等 
-９１．７ 万ｔ 
（-５５．４ ％） 



温暖化対策の実施状況 
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主な対策 ２００８年度 ２００９年度 ２０１０年度 ２０１１年度 ２０１２年度 

 主な 

 ハード対策 

 ・ エネルギー転換 

 ・ 高効率機器等の選定 

 ・ インバーター装置の設置（送風機、

ポンプ、攪拌機、照明等） 

 ・ 機器及び配管への断熱による放

熱ロスの低減 

 ・ 製造工程（研究工程）の見直し 

 ・ 漏水、漏洩対策の実施 

 ・ 生産効率の改善（収率の向上等） 

 ・コジェネレーションシステム導入 

 ・ その他（熱回収等） 

６６，１０５ 

６，５４９ 

１，２８２ 

 

１，４８８ 

 

－ 

６０８ 

６７６ 

－ 

１，１２４ 

３９，４６９ 

２８，２３８ 

１，７２５ 

 

４，３５９ 

 

－ 

８１０ 

１，８６３ 

－ 

４，７８３ 

９，４２６ 

８，２５６ 

１，４０９ 

 

４，０３１ 

 

７６０ 

１４３ 

５７３ 

－ 

２，２３７ 

３，２８８ 

８，４４５ 

７２６ 

 

２，８８４ 

 

５０６ 

５１９ 

２８０ 

－ 

１，９６６ 

６，７５９ 

９，２２５ 

１，２６３ 

 

１，９８６ 

 

１，０４７ 

４８ 

２３２ 

９２１ 

１，５３０ 

    計 ７７，８３２ ８１，２４７ ２６，８３５ １８，６１４ ２３，０１１ 

 主な 

 ソフト対策 

 ・ 基準値、設定値の変更（温度、換

気回数、清浄度、照度等） 

 ・ 設備機器の運転、制御方法の見

直し 

 ・ 社内活動による意識向上 

 ・ エネルギー監視システムの導入 

１，７９３ 

 

８，１４８ 

 

－ 

－ 

３，０４２ 

 

８，５９４ 

 

８１６ 

６１１ 

１，９４７ 

 

３，９１４ 

 

９６ 

－ 

４，６４７ 

 

６，９９８ 

 

２，１７５ 

１１０ 

１，８０５ 

 

３，４８２ 

 

３５８ 

－ 

    計 ９，９４１ １３，０６３ ５，８６１ １３，９３０ ５，６４５ 

                          合  計 ８７，７７３ ９４，３１０ ３２，６９６ ３２，５４４ ２８，６５６ 

省エネルギー設備投資額（百万円） ６，５０７ ５，３２３ ３，４２４ ３，７７１ ３，２４３ 

投資額／CO2削減量 ７．４万円/t ５．６万円/t １０．５万円/t １１．６万円/t １１．３万円/t 

単位： ｔ 
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本社オフィスの二酸化炭素排出量 

本社の床面積当りのエネルギー使用量は、２０１１年度比で５．１％減少しており、東日本大震

災・原発事故によりオフィスでの節電対策が、２０１２年度も継続して実施されていたことがうか

がえる。ＣＯ２排出量についても２０１１年度比で２．８％減少している。 
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年 度 ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ 

省エネ推進組織の構築 ４２ ５２ ７３ ７９ ７６ 

社員教育の実施 ５３ ５６ ７０ ７１ ７１ 

エネルギーの定期的な計測・記録の
実施 

５３ ６４ ７７ ８０ ７９ 

コジェネレーション設備導入   ５   ５   ５   ８ ８ 

空調温度設定のルール化 ７０ ７７ ８５ ９１ ９２ 

クールビズ・ウォームビズ ８３ ８６ ９１ ９５ ９５ 

未使用機器・電灯の電源OFF推進 ７７ ８６ ９４ ９７ ９７ 

空調エリアの細分化推進 ３５ ３６ ４１ ５２ ５２ 

省エネタイプ照明器具への更新 ３６ ４１ ４７ ５９ ５８ 

窓ガラス日射遮断対策 ４５ ５２ ５３ ５８ ６７ 

エレベーター利用制限 ２１ ２３ ２９ ４８ ３８ 

グリーン電力購入   ８   ８ ８   ９ ８ 

屋上緑化導入  １１ １２ １２ １４ １４ 

太陽光発電導入    ３   ３   ３   ５ ５ 

廃棄物発電導入    ０   ０   ０   ２ ２ 

燃料電池導入    ０   ０   ０   ２ ２ 

エネルギー診断等外部機関活用 ９   １１ １２  １１ １２ 
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単位 ： ％ 

本社オフィスの取り組み 



第一約束期間の総括評価 
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自主行動計画推進期間の取り組み（概要） 

製薬業界では、毎年実施される自主行動計画のフォローアップとともに、以下のような取り組みを通じて、会員

企業の地球温暖化対策・省エネルギーに関する意識改革が進み、自主行動計画への取り組みが強化されたと

考えている。 

● 地球温暖化対策の会議体等の設置 

・ 日薬連および傘下の３業界団体に、地球温暖化対策を議論する会議体や研究会を設置 

● 技術研修会の開催 

・ 省エネ・地球温暖化対策に関する国内外情勢、最先端技術、企業の取り組み事例の紹介 

・ 第１回技術研修会を１９９７年に開催し、それ以降、毎年実施（毎年１００名以上が参加） 

● 取り組み事例集の作成（製薬協） 

・ 自主行動計画参加企業から集めたハード、ソフト対策に関する９４事例をまとめた冊子を作成し、会員企業

に配布（２００８年３月） 

● 情報公開（製薬協） 

・ 取り組みの透明性・信頼性を確保するために、毎年、環境報告書を通じて情報公開（１９９９年に初版発行） 

● 経営トップへの取り組み要請 

・ 自主行動計画の進捗状況を理事会等を通じて報告し、積極的な取り組みを要請 

● 戦略的テーマの設定（詳細は別記） 

・ 製薬業界は、製品使用段階におけるフロン排出削減、 エネルギー転換、 営業車両の燃料消費量の削減を

戦略的なテーマに位置づけ、組織的に取り組んできた。 
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製薬業界が取り組んだ戦略的テーマ 

製薬業界は、以下の３点を戦略的なテーマに位置づけ、成果を上げてきた。 

● 製品使用段階におけるフロン排出削減 

・ エアゾール剤使用段階でのフロン排出量削減に、１９９７年度より部会を設置し取り組み開始 

・ フロンフリー製剤の技術開発、ソフトミスト吸入器の普及、製剤技術の改良（噴射剤使用量の

減少）により、フロンの排出量は当初目標を大幅に下回る値を達成 

● 炭素排出係数の小さいエネルギーへの転換推進 

・ 自主行動計画参加企業に対して、２００７年にエネルギー転換の積極的な実施を要請 

・ 技術研修会などで、最先端技術、医薬品業界や他業界での実施事例を継続的に紹介 

・ 液体燃料の使用量は大幅に減少し、気体燃料や電力への転換が急速に進展 

● 営業車両の燃料消費量の削減 

・ １９９７年度より、低公害車・低燃費車の導入をアンケート調査等で啓発 

・ ２００９年度には、低燃費車の導入とともに、営業車の効率的な利用を促すために、都市部等

での公共交通機関の利用促進などを要請（製薬協） 

・ ハイブリッド車等の導入により、営業車１台当たりのＣＯ２排出量は着実に減少 

10 



第一約束期間の実績 
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２００７年度再編（製薬協、OTC薬協、GE薬協） １９９７年度スタート（製薬協中心） 

電力係数 1990 2008 2009 2010 2011 2012 平均 

調整後 
震災なし 

1６５．６ 
（±０） 

１５７．９ １６０．５ １６４．８ 

調整後 
震災あり 

１８０．３ 
（±０） 

１６３．５ 
（±０） 

１６１．８ 
（±０） 

１８５．１ 
(+２７．１) 

１９１．５ 
(+３１．０) 

１７６．４ 
(+１１．６) 

調整前
（実） 

１９５．２ 
(+１４．９) 

１７５．８ 
(+１２．３) 

１７４．５ 
(+１２．７) 

１９１．９ 
(+３４．０) 

２０８．９ 
(+４８．４) 

１８９．３ 
(+２４．５) 

固定係数 
１８８．５ 
（+８．２） 

１７５．８ 
(+１２．４) 

１７４．１ 
(+１２．４) 

１７２．２ 
(+１４．３) 

１７５．３ 
(+１４．８) 

１７７．２ 
(+１２．４) 

電力係数 1990 2008 2009 2010 2011 2012 平均 

調整後 
震災なし 

１５７．５ 
(±０) 

１３９．４ １４０．３ １４５．９ 

調整後 
震災あり 

１６１．６ 
（±０） 

１４４．７ 
（±０） 

１４２．８ 
（±０） 

１６３．６ 
(+２４．１) 

１６７．４ 
(+２７．１) 

１５６．０ 
(+１０．３) 

調整前（実） 
１７５．１ 
(+１３．４) 

１５５．６ 
(+１１．０) 

１５４．１ 
(+１１．３) 

１６９．７ 
(+３０．２) 

１８２．７ 
(+４２．４) 

１６７．４ 
(+２１．７) 

固定係数 
１６９．０ 
(+７．４) 

１５５．７ 
(+１１．１) 

１５３．８ 
(+１１．０) 

１５２．１ 
(+１２．７) 

１５３．３ 
(+１３．０) 

１５６．８ 
(+１１．０) 
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（  ）：電力排出係数に調整後（震災なし）を使用した場合との差 



自主行動計画の数値目標達成状況 
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排出係数 

６６社の実績 ４６社の実績 

第一約束期間 
平均排出量 

対日薬連目標 
（％） 

第一約束期間 
平均排出量 

対日薬連目標 
（％） 

調整後（地震あり） １７６．４ １０６．６ １５６．０   ９９．１ 

調整後（地震なし） １６４．８    ９９．５ １４５．８    ９２．６ 

調整前（実） １８９．３ １１４．３ １６７．４ １０６．３ 

係数固定 １７７．２ １０７．０ １５６．８    ９９．６ 

日薬連目標 １６５．６ １００．０ １５７．５ １００．０ 

電力排出係数 目標を下回る 目標を上回る 目標達成度 

調整後（震災あり） ２０ 社 ４６ 社 ３０．３ ％ 

調整後（震災なし） ２１ 社 ４５ 社 ３１．８ ％ 

調整前 １３ 社 ５３ 社 １９．７ ％ 

固定排出係数 １９ 社 ４７ 社 ２８．８ ％ 

注） 震災あり/震災なし ： 2011年度、2012年度の電力排出係数に震災の有無を使用 
      調整前 ： 電力排出係数にクレジット償却前の排出係数（実排出係数）を使用 
      係数固定 ： 電力排出係数を基準年度（1990年度）に固定 

日薬連の自主行動計画の実績 

目標達成企業数 



第一約束期間におけるCO2排出量の増減要因 
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増減要因 排出増減量 １９９０年度比 

事業拡大の影響 １０２．９ 万ｔ増 ６２．１ ％増 

業界の削減努力   ９０．０ 万ｔ減 ５４．３ ％減 

排出係数の影響     ２．０ 万ｔ減   １．２ ％減 

増減量   １０．８ 万ｔ増  ６．６ ％増 

炭素排出係数の変化は、２００８年度から２０１０年度についてはCO2排出量の

比較的大きな減少要因となっていたが、２０１１年度、２０１２年度における電力
排出係数の大幅な悪化により、第一約束期間全体ではその寄与はほとんどな
かった。 



製品由来のフロン排出量 

【 ２０１０年度の排出量予測（BAU値）】 
   １９９６年度出荷量より予測 ： ５４０トン 

【自主行動計画（排出量目標） 】 
  ４０５トン（１９９８年度設定） 
  １８０トン（２００６年度見直し） 
  １５０トン（２００９年度見直し） 

２０１２年度のHFC排出量は約８１ｔであり、前年度比で-７ｔとなった。また、GWPを用いて計算したＣＯ２換算量

は、２０００年度比でおよそ９０％低減されている。 
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設備投資によるCO2削減量 
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年 度 2000- 
2003 

2004- 
2007 2008 2009 2010 2011 2012 

投資額（百万円） 11,067 10,340  6,507  5,323  3,424  3,771  3,243 

（累積額） 11,067 21,407 27,914 33,237 36,661 40,432 43,675 

CO2削減量（万t）   11.7   19.1    8.8    9.4    3.3    3.3    2.9 

（累積削減量）   11.7   30.8   39.6   49.0   52.3   55.6   58.4 
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ｴﾈﾙｷﾞｰﾛｽ低減 
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エネルギー使用割合 
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重油等の液体燃料から、炭素排出係数の低い気体燃料（都市ガス等）や電力へのエネルギー転換が進み、 

２０１２年度の液体燃料の使用割合は、基準年度の２１％まで低下している。全エネルギーに占める電力の割合

は、２００８年度以降５０％を超え、ほぼ横ばいで推移している。 
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営業車両の二酸化炭素排出量 
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年度 ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ 

営業車(台) ３９,０８６ ４０,０８５ ３９,５３１ ４０,３８２ ４１,１１４ ４２,２５７ ４２,８０５ ４３,０４７ 

ＨＶ･ＥＶ(台) ２９８ ９１３ ２,０５３ ４,７７３ ７,７７９ １２,０１０ １５,８８２ １８,７９２ 

CO2排出量（t） １７０,７６５ １７６,１０７ １６９,０６１ １７２,１８３ １６５,６１４ １６４,４６９ １６０,５０３ １５６,７１２ 

CO2(t)/台 ４．３７ ４．３９ ４．２８ ４．２６ ４．０３ ３．８９ ３．７５ ３．６４ 
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11.8 

18.9 

28.4 
37.1 

43.6 

100 103.1 99.0 100.8 97.0 96.3 94.0 91.8 

100.6 97.9 97.6 
92.2 89.1 85.8 

83.3 

0

20

40

60

80

100

120

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

相対比(％)車両台数

(年度)

営業車両の二酸化炭素排出量の変化

ガソリン車 HV/EV車

CO2排出量の変化 1台当たりCO2排出量の変化 

HV/EV導入率 

HV/EVの導入台数の増加に伴い、車１台当たりのＣＯ２ 排出量は着実に低下している。 



低炭素社会実行計画 
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日薬連低炭素社会実行計画・参加企業 

参加業界団体 参加企業数 

日本製薬工業協会 ４３ 社 

日本医薬品直販メーカー協議会   １ 社 

日本ジェネリック製薬協会 １９ 社 

医薬品製剤協議会   ３ 社 

日本漢方生薬製剤協会   ５ 社 

日本ＯＴＣ医薬品協会   ９ 社 

日本ワクチン産業協会   １ 社 

外用製剤協議会   ２ 社 

輸液製剤協議会   ５ 社 

計 ８８ 社 

他の業界団体の低炭素社
会実行計画に参加している
企業は９社（表の企業数に
は含まれていない） 

● ２０２０年度目標 ：  

 ２０２０年度の製薬企業の二酸化炭素排出量を、２００５年度排出量を基準に２３％削減する。 

● 対象部門・ガス ： 工場研究所が排出するエネルギー起源のCO２ 

● 留意点 

  ・ 電力係数改善分については、今後、見直しを検討する場合がある。 

  ・ 自然災害や戦争などの不可抗力によるCO2排出量増加分は、製薬業界の責任の範囲外 

● 低炭素社会実行計画への参加企業数 



電力係数とCO2排出量の推移（予備調査） 
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電力係数 
基準年度 
排出量 

2012年度 
排出量 

基準年度比 増減量 
2020年度 
目標 

調整後（地震なし） 

２３４．４ 万ｔ 

１８４．３ 万ｔ  ７８．６ ％  ３．８ 万ｔ増 

１８０．５ 万ｔ 
 

調整後（地震あり） ２２１．１ 万ｔ  ９４．４ ％ ４０．７ 万ｔ増 

調整前（実） ２４２．４ 万ｔ １０３．４ ％ ６１．９ 万ｔ増 

固定係数（参考） ２０５．０ 万ｔ   ８７．４ ％ ２４．５ 万ｔ増 

注） 低炭素社会実行計画参加８８社中、８０社の集計データ 

       電力排出係数は、受電端の値を使用（自主行動計画では、発電端を使用） 
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今後の課題 

日薬連では、低炭素社会実行計画を進めるうえで以下を課題と認識している。 

● 高齢化社会、医療の高度化のさらなる進展、新興国等の経済発展により、国内外の医薬品

生産量のさらなる増加が予想される。 

     ⇒ ２０２０年度の国内医薬品市場は２００５年度比１５０％を予測 

● エネルギー転換によるＣＯ２排出量削減のポテンシャルが大幅に低下している。 

     ⇒ エネルギーに占める液体燃料比が１９９０年度４０．９％から８．６％に低下 

● ＧＬＰ、ＧＭＰ基準を満たし、医薬品の信頼性を確保するためのベースロードエネルギーの割

合が高く、製造工程の改良や省エネ設備の導入の自由度が低い。 

     ⇒ 研究、製剤工場におけるベースロードエネルギーは５０％以上 

●  医薬品の安定供給（緊急事態等を想定）が、エネルギー使用量増加の要因となり得る。 

     ⇒ 自家発電設備の導入がエネルギー使用量増加要因 
 
上記以外に、 電力の排出係数の悪化が今後の自主行動計画の推進、説明責任をより複雑に

しており、参加企業の地球温暖化への取り組み意欲が損なわれないよう、これまでの取り組み

で得られた知見や経験を活かしていきたいと考えている。 
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第６回ＦＵ会議指摘事項への対応 

● 数値目標未設定企業への働きかけ 

低炭素社会実行計画については、数値目標設定を参加要件としており、現時点で参加を表明し

ている８８社中、５３社が数値目標を設定している（数値目標設定期限２０１４年３月末）。 

● カバー率改善 

低炭素社会実行計画の対象団体を、これまでの３団体から業態別１４団体に拡大した。現時点

で９団体、８８社が参加表明しているが、今後も継続的な働きかけを行っていきたい。 

● ２０１１年度の取り組みレビューと継続・発展 

オフィス等における電力消費量は引き続き低下しており、節電対策は継続されていると考えられ

る。今後もこうした取り組みが定着していくよう働きかけていきたい。 

● 数値目標達成に向けた一層の取り組み推進 

最先端技術や取り組み事例の啓発、情報共有活動を強化し、２０２０年度目標の達成に努めて

いきたい。また、フロン製剤の更なる技術開発とフロンフリー製品の普及に努めていきたい。 
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参考資料 
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電力排出係数の推移 
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エネルギー使用量・CO2排出量の相対変化 
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2012年度のエネルギー使用量は1990年度比で１21.2％となっているが、CO2排出量
（ 1990年度の電力排出係数に固定）は、105.9％となっており、よりCO2排出量の少ない
エネルギーへの転換が進んでいる。 
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活動別エネルギー使用量・使用割合の推移 
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営業活動については、営業車両使用によるエネルギー使用量、事務活動については、主に本社ビル
等の消費するエネルギー量を示している。全エネルギー使用量に占める生産、研究活動の割合は９
０％を超えており、２００５年度以降の７年間のエネルギーの使用割合は、生産活動の割合がやや低
下し、研究活動の割合がやや上昇している。 



工場・研究所の部門比較（30社抽出データ） 
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売上の伸びに応じて研究所の床面積は増加してきたが、２００５年度以降の床面積はほぼ横ば
い状態となっている。床面積当たりの原単位指数は、２００７年度までは基準年度を上回ってい
たが、２００８年度に初めて基準年度を下回り、その後、５年連続で基準年度を下回った。工場
の原単位指数は１９９０年度以降順調に改善している。 



第一約束期間のCO2削減計画作成状況 
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                        年度 ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ 

目標を設定している 
業界目標に連動 １４社 １５社 １９社 １７社 ２１社 

独自の目標 － － － ２３社 ２３社 

目標設定を検討している ２１社 １９社 １７社 － － 

目標を設定していない、設定予定がない（無回答含む） ３２社 ３３社 ３０社 ２６社 ２２社 

合  計 ６７社 ６７社 ６６社 ６６社 ６６社 

２０１２年度 

目標を達成した ２０社 

目標を達成できなかった ２２社 

不明   ２社 

無回答 ２２社 

合  計 ６６社 

自社目標に対する自主行動計画達成状況 



定量吸入剤の販売量・使用割合推移 
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１９９７年度に初めて吸入エアゾール剤（HFC‐MDI）が発売され、CFC-MDIは順次これに転換され、２００６年度には

CFC-MDIはゼロとなった。また、粉末吸入剤（DPI）は１９９７年度に開発され、その後、この使用量が増加し、２００３

年度以降は、本製剤が主流となっている。２０１０年度の吸入剤の使用量は１９９０年度比で約２．４倍、２００0年度比

で１．4倍に増加しており、２０１２年度におけるMDI、DPI、その他製剤の使用比率は、２４：７２：４となっている。 



オフィスの節電対策（回答企業数 ： ６０社） 
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実施内容 企業数 実施内容 企業数 

照明機器の間引き 56 給湯器の使用停止 17 

空調温度の設定温度変更 57 使用していないエリアの空調停止 45 

空調設備の使用台数削減 16 昼休み時間の消灯の徹底 39 

空調設備の間欠運転 16 使用していない電気機器のプラグを抜く 34 

空調機のガス運転優先   3 ﾃﾞﾏﾝﾄﾞｺﾝﾄﾛｰﾗｰによる電気機器のｺﾝﾄﾛｰﾙ 19 

エアコンのフィルター清掃回数増加  12 サマータイムの導入（始業時間の繰り上げ）   2 

換気ファンの一定期間使用停止/回数制限   3 クールビズの期間延長 44 

エレベータ／エスカレータの使用制限 26 スーパークールビズの実施 12 

自動販売機の使用停止 10 在宅勤務  2 

トイレの温水・便座保温停止 38 操業日の変更（休日操業等）  5 

トイレのジェットタオル停止 20 夏季休暇の長期化・分散化 8 

廊下の消灯 51 社内パトロールの実施 18 

コピー機の間引き   5 社員の教育・啓発 44 

パソコンの充電時間コントロール 9 社員の家庭での節電要請 19 

冷蔵庫の使用停止又は間引き 7 注）本社のエネルギー使用量については別記 


